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1-2-3 デング熱を媒介するヒトスジシ
マカの北上（1998～2012年）図表 1-2-4 世界平均気温の上昇（1891～2014年）図表

ヒトスジシマカは
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出典：「温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究」2014報告書、国立感染症研究所ウェ
ブサイト

※陰影は不確実性を示す
出典：IPCC ARS WGI 図 SPM.3（d)

出典：気象庁ウェブサイト、東京大学海洋研究所ウェブサイト

1-2-5 北半球の雪や氷の減少（1925～2012年）図表
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1-2-6 各国の森林面積の純変化（2005～2010年）図表
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出典：「Global Forest Resources Assessment 2010」
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1-2-9 2081～2100年までの年間流出量の平均変化率（％）と温暖化が淡水に及ぼすと予測
される影響の例図表

河川流量が減少し、2020
年以降は現在の水需要が
満たされなくなる、またサ
ケの生息地が消失

既存の水力発電所に
おける電力生産可能
量は、2070年代まで
に25％以上減少

地下水涵養は2050年代
までに70％以上減少

良好な水供給及び
公衆衛生インフラ
がない地域におい
て、さらに激しい降
水現象による病原
体の負荷が増加

アフリカでは、2020年までに7,500万～ 2億5,000万人
の人々が気候変動に伴う水ストレスの増加にさらされる

小島嶼の淡水レンズ
の厚さは、2040～
2080年までの0.1m
の海面上昇によって
25mから10mに減少

バングラデシュにおける年間
ピーク流量時の浸水地域は、
世界気温の2℃の上昇に伴い
少なくとも25％増加

減少 増加
-50 -30 -20 -10 -5 0 5 10 20 30 50（％）

年間流出量の平均変化率
出典：IPCC,2007：IPCC第 4次評価報告書第 2作業部会報告書

1-2-10 東北地方の夏の気温と水稲の収量図表
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東北10a当たり収量 主な冷害年 夏の東北地方平均気温平年差（6官署）

（注）1　水稲の収量データは農林水産省統計情報部「作物統計」および気象庁観測部「全国の冷害の記録」による。
2　東北地方の気温は、120年以上の観測データがある青森、秋田、宮古、石巻、山形、福島の 6官署の夏平均気温平年差を平均した。平年値は 1981年～ 2010年の 30年平年値。青森、秋田、
宮古は観測場所を移転したため、移転の影響を取り除く補正を行っている。

出典：仙台管区気象台

1-2-11 温暖化が進むにつれ、変化する極端現象図表
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出典：気象庁「気象変動監視レポート 2013」
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1-6-9 各温室効果ガスの排出量の推移（1990～2015年）図表
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1990 1,266 1,156 1,067 89.2 44.1 30.8 35.4 15.9 6.5 12.9 0.03 

1991 1,277 1,164 1,074 90.4 42.8 30.5 39.1 17.3 7.5 14.2 0.03 

1992 1,290 1,175 1,082 92.2 43.6 30.6 41.1 17.8 7.6 15.6 0.03 

1993 1,283 1,168 1,078 89.9 39.6 30.5 44.8 18.1 10.9 15.7 0.04 

1994 1,353 1,229 1,134 94.7 42.9 31.8 49.6 21.1 13.4 15.0 0.1 

1995 1,376 1,242 1,147 95.8 41.5 32.2 59.5 25.2 17.6 16.4 0.2 

1996 1,389 1,255 1,158 96.9 40.2 33.3 60.1 24.6 18.3 17.0 0.2 

1997 1,386 1,253 1,157 95.9 39.5 34.1 59.1 24.4 20.0 14.5 0.2 

1998 1,342 1,218 1,128 90.1 37.7 32.5 53.7 23.7 16.6 13.2 0.2 

1999 1,364 1,253 1,163 90.2 37.5 26.4 46.9 24.4 13.1 9.2 0.3 

2000 1,383 1,274 1,182 92.2 37.5 29.0 41.9 22.9 11.9 7.0 0.2 

2001 1,355 1,257 1,167 90.4 36.4 25.5 35.6 19.5 9.9 6.1 0.2 

2002 1,387 1,294 1,207 87.9 35.8 25.0 31.4 16.2 9.2 5.7 0.3 

2003 1,389 1,299 1,212 87.8 34.3 24.9 30.8 16.2 8.9 5.4 0.3

2004 1,386 1,298 1,212 86.8 35.3 24.9 27.3 12.4 9.2 5.3 0.4

2005 1,393 1,306 1,219 86.9 35.1 24.5 27.7 12.8 8.6 5.1 1.2

2006 1,374 1,285 1,200 85.3 34.6 24.5 29.9 14.6 9.0 5.2 1.1

2007 1,409 1,320 1,235 85.2 34.8 24.0 30.6 16.7 7.9 4.7 1.2

2008 1,324 1,236 1,153 82.3 34.6 23.1 30.4 19.3 5.7 4.2 1.2

2009 1,248 1,163 1,090 72.7 33.7 22.6 28.6 20.9 4.0 2.4 1.2

2010 1,301 1,213 1,139 74.3 34.7 22.3 31.3 23.3 4.2 2.4 1.4

2011 1,351 1,262 1,188 73.5 33.7 21.8 33.6 26.1 3.8 2.2 1.6

2012 1,387 1,296 1,221 75.5 32.9 21.5 36.3 29.4 3.4 2.2 1.3

2013 1,405 1,312 1,235 76.6 32.6 21.5 38.8 32.1 3.3 2.1 1.4

2014 1,362 1,266 1,190 76.1 31.9 21.1 42.0 35.8 3.4 2.1 0.8

2015 1,321 1,223 1,148 75.0 31.2 20.9 45.4 39.4 3.3 2.1 0.6

（単位：百万トン CO2換算）
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7 エルニーニョ・ラニーニャ現象
気象庁

1-7-1 エルニーニョ現象発生とラニーニャ現象のしくみ図表

　エルニーニョ現象とは、太平洋赤道域の日付変更線付近から南米沿岸にかけて海面水温が平年より高くなり、その状態が 1年程度続く現象。逆に、同
じ海域で海面水温が平年より低い状態が続く現象はラニーニャ現象と呼ばれ、それぞれ数年おきに発生する。ひとたびエルニーニョ現象やラニーニャ現
象が発生すると、日本を含め世界中で異常な天候が起こると考えられている。

平常時の状態
　太平洋の熱帯域では、貿易風と呼ばれる東風が常に吹いているため、海面付近の暖かい
海水が太平洋の西側に吹き寄せられている。西部のインドネシア近海では海面下数百メー
トルまでの表層に暖かい海水が蓄積し、東部の南米沖では、この東風と地球の自転の効果
によって深いところから冷たい海水が海面近くに湧き上る。このため、海面水温は太平洋
赤道域の西部で高く、東部で低くなっている。海面水温の高い太平洋西部では、海面から
の蒸発が盛んで、大気中に大量の水蒸気が供給され、上空で積乱雲が盛んに発生する。

エルニーニョ現象時の状態
　エルニーニョ現象が発生している時には、東風が平常時よりも弱くなり、西部に溜まっ
ていた暖かい海水が東方へ広がるとともに、東部では冷たい水の湧き上りが弱まっている。
このため、太平洋赤道域の中部から東部では、海面水温が平常時よりも高くなり、エルニー
ニョ現象発生時は、積乱雲が盛んに発生する海域が平常時より東へ移る。

ラニーニャ現象時の状態
　ラニーニャ現象が発生している時には、東風が平常時よりも強くなり、西部に暖かい海
水がより厚く蓄積する一方、東部では冷たい水の湧き上がりが平常時より強くなっている。
このため、太平洋赤道域の中部から東部では、海面水温が平常時よりも低くなっている。
ラニーニャ現象発生時は、インドネシア近海の海上では積乱雲がいっそう盛んに発生する。

1-7-2 過去のエルニーニョ現象およびラニーニャ現象の発生事例（季節単位）図表

エルニーニョ現象 ラニーニャ現象

発生期間 季節数
（発生期間の長さ）

海水温の基準値の
差の最大値（℃） 発生期間 季節数

（発生期間の長さ）
海水温の基準値の
差の最大値（℃）

1949年夏〜1950年夏 5 -1.4
1951年春〜1951/52年冬 4 +1.2
1953年春〜1953年秋 3 +0.8 1954年春〜1955/56年冬 8 -1.7
1957年春〜1958年春 5 +1.6
1963年夏〜1963/64年冬 3 +1.2 1964年春〜1964/65年冬 4 -1.2
1965年春〜1965/66年冬 4 +1.7 1967年秋〜1968年春 3 -1.3
1968年秋〜1969/70年冬 6 +1.3 1970年春〜1971/72年冬 8 -1.5
1972年春〜1973年春 5 +2.7 1973年夏〜1974年春 4 -1.5

1975年春〜1976年春 5 -1.3
1976年夏〜1977年春 4 +1.5
1982年春〜1983年夏 6 +3.3 1984年夏〜1985年秋 6 -1.1
1986年秋〜1987/88年冬 6 +1.7 1988年春〜1989年春 5 -2.0
1991年春〜1992年夏 6 +1.6 1995年夏〜1995/96年冬 3 -1.0
1997年春〜1998年春 5 +3.6 1998年夏〜2000年春 8 -1.8
2002年夏〜2002/03年冬 3 +1.4 2005年秋〜2006年春 3 -1.2

2007年春〜2008年春 5 -1.7
2009年夏〜2010年春 4 +1.4 2010年夏〜2011年春 4 -1.6
2014年夏〜2016年春 8 +3.0
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2-3-31 日本沿岸の海面水位の変化（1906〜2015年）図表
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※日本沿岸で地盤変動の影響が小さい検潮所を選択。1906年から 1959年までは 4地点（左図）、1960年以降は 16地点（右図）の検潮所を選択。1906年から 1959年までは、地点毎に求めた
年平均海面水位の平年差を 4地点で平均した値の推移を示す。
1960年以降については、日本周辺をⅠ：北海道・東北地方の沿岸、Ⅱ：関東・東海地方沿岸、Ⅲ：近畿～九州地方の太平洋側沿岸、Ⅳ：北陸～九州地方東シナ海側沿岸の 4海域に分類（右図）
し、海域毎に求めた年平均海面水位の平年差の平均値の推移を示す。グラフは、1981年から 2010年までの期間で求めた平年値を基準としている。
忍路、柏崎、輪島、細島は国土地理院の所管。
東京は 1968年以降のデータを使用。
平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の影響を受けた函館、深浦、柏崎、東京、八戸は、2011年以降のデータを使用していない。

年
4地点 4海域

平均 5年移動 平均 5年移動
1906 -11
1907 -36
1908 -24 -29
1909 -35 -32
1910 -39 -28
1911 -24 -27
1912 -17 -17
1913 -19 -4
1914 15 3
1915 24 2
1916 14 3
1917 -24 1
1918 -16 -13
1919 9 -22
1920 -46 -16
1921 -33 -11
1922 6 -13
1923 11 -2
1924 -2 5
1925 7 4
1926 4 9
1927 -2 11
1928 36 16
1929 9 15
1930 31 19
1931 1 18
1932 17 13
1933 30 10

年
4地点 4海域

平均 5年移動 平均 5年移動
1934 -12 13
1935 13 13
1936 18 8
1937 14 11
1938 6 6
1939 4 4
1940 -10 7
1941 8 3
1942 28 8
1943 -13 7
1944 26 15
1945 -14 11
1946 50 24
1947 8 30
1948 53 46
1949 55 44
1950 63 52
1951 41 51
1952 46 43
1953 48 32
1954 15 31
1955 13 27
1956 33 20
1957 28 20
1958 10 16
1959 18 5
1960 -12 -4 20
1961 -21 -17 -3

年
4地点 4海域

平均 5年移動 平均 5年移動
1962 -17 -26 -16 -18
1963 -54 -25 -62 -27
1964 -25 -26 -31 -30
1965 -8 -29 -21 -30
1966 -28 -31 -19 -27
1967 -32 -28 -17 -23
1968 -61 -31 -48 -25
1969 -13 -27 -11 -25
1970 -22 -16 -29 -17
1971 -8 -1 -19 -7
1972 25 1 20 -5
1973 13 5 3 3
1974 -2 2 1 7
1975 -4 -9 9 0
1976 -23 -17 -1 -2
1977 -31 -22 -12 -5
1978 -25 -26 -7 -11
1979 -26 -20 -12 -11
1980 -26 -23 -25 -15
1981 7 -23 2 -18
1982 -44 -27 -35 -25
1983 -24 -30 -20 -31
1984 -47 -36 -47 -39
1985 -42 -30 -56 -34
1986 -22 -34 -37 -37
1987 -16 -26 -11 -30
1988 -41 -21 -32 -21
1989 -7 -18 -12 -15

年
4地点 4海域

平均 5年移動 平均 5年移動
1990 -18 -15 -12 -12
1991 -8 -11 -5 -9
1992 -2 -8 4 -6
1993 -21 -5 -21 -4
1994 8 -8 4 -9
1995 -4 -7 -4 -12
1996 -19 -2 -29 -6
1997 0 4 -8 1
1998 6 6 7 5
1999 34 12 40 13
2000 10 18 14 21
2001 9 20 12 25
2002 31 23 31 28
2003 17 23 26 27
2004 49 25 59 26
2005 8 24 4 25
2006 18 22 9 22
2007 27 19 24 15
2008 8 29 12 25
2009 32 31 27 32
2010 58 38 55 41
2011 30 48 42 50
2012 64 49 68 52
2013 57 43 58 48
2014 35 37
2015 32 37

日本近海の海面水温の変化と漁獲量
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9 日本近海の海面水温の変化と漁獲量
気象庁「月平均海面水温（1982年・2016年・2017年）」、水産庁「海面漁業生産統計調査・長期累年」

3-9-1 日本近海の月平均海面水温（1982年1月・2017年1月）図表

3-9-2 日本近海の月平均海面水温（1982年3月・2016年3月）図表
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国内エネルギー動向
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4-2-11 世帯当たりのエネルギー消費原単位と用途別エネルギー消費の推移（1965～2014年度）図表

冷房
1.3%動力・照明他

ちゅう房

給湯

暖房

1973年度
30,266×
106J/世帯

冷房
0.5%

動力・照明他
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給湯

暖房

1965年度
17,545×
106J/世帯

冷房
2.0%動力・照明他
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給湯

暖房

2014年度
34,330×
106J/世帯

30.7%

33.8%

16.0%

19.0%
29.9%

31.7%

14.1%

23.0% 22.9%

27.8%

9.1%

38.1%約1.1倍約1.7倍

（注）1　「総合エネルギ―統計」では、1990年度以降、数値の算出方法が変更されている。
2　構成比は端数処理（四捨五入）の関係で合計が 100％とならないことがある。

出典：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、総務省「住民基本台帳」を基に作成

4-2-12 家庭部門におけるエネルギー源別消費の推移（1965～2014年度）図表
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6.1%

50.9%

21.5%

10.5%

16.2%

約1.1倍約1.7倍

（注）1　「総合エネルギ―統計」では、1990年度以降、数値の算出方法が変更されている。
2　構成比は端数処理（四捨五入）の関係で合計が 100％とならないことがある。

出典：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、総務省「住民基本台帳」を基に作成

4-2-13 運輸部門のエネルギー消費構成
（1965～2014年度）図表 4-2-14 GDPと運輸部門のエネルギー

消費（1965～2014年度）図表
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244.9

207.1

171.9

136.8

（注）「総合エネルギ―統計」では、1990年度以降、数値の算出方法が変更されている。
出典：資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成

（注）1　「総合エネルギ―統計」は、1990年度以降の数値について算出方法が変更されて
いる。

2　1979年度以前の GDPは日本エネルギー経済研究所推計。1980年度から 1993年
度の値は内閣府「平成 17年基準支出系列簡易遡及」を使用。

出典：内閣府「国民経済計算」、資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」を基に作成
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4 世界のエネルギー消費
経済産業省　資源エネルギー庁「平成28年　エネルギー白書」

4-4-1 地域別、世界のエネルギー消費量の推移（一次エネルギー）（1965～2014年）図表
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（注）1　1984年までのロシアには、その他旧ソ連邦諸国を含む。
2　toeは tonne of oil equivalentの略であり石油換算トンを示す。

出典：BP「Statistical review of world energy 2015」を基に作成

4-4-2 エネルギー源別、世界のエネルギー消費量の推移（一次エネルギー）（1971～2013年）図表
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（注）「可燃性再生可能エネルギー他」は、主にバイオマス燃料。
出典：IEA「Energy Balance 2015」を基に作成
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5-4-3 熱中症の死亡数の年次推移（平成6～27年）図表
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5-4-4 夏季熱中症入院患者の特長（平成28年7月～8月）図表
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第2章 自然環境の変化

世界と日本の自然環境の変化についてのデータ/気温・降水量・海洋の
変化（詳細）/森林の状況/国内サクラの開花日/自然災害の増加

A4 判　2016 年 4月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
ISBN 978-4-86563-014-5

食品の偽装、輸入食品の拡大といった食に対する不安
が広まる時代。食品の安全に関する意識調査や、生鮮
食品の品質表示実施状況、健康管理などの意識調査を
収録。

食の安全と健康意識
データ集 2016

A4 判　2015 年 4月発行　本体価格 14,800 円＋消費税
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